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2014 年度 大阪女学院短期大学事業計画 
 

I. 建学の精神と教育理念 
１. 理念 

本学の教育理念は、キリスト教に基づく真の人間形成にある。本学の教育と学問の場を通して、豊かな

知識と教養を深めると同時に、人間の存在そのもの、人生の根本問題に目を開き、自己の新しい姿を見出

していく努力と、卒業後の人生の歩みの中でも常に自己の確立と社会への関わりをめざすことを求めてい

る。 

２. 教育の３本柱 

(1) キリスト教教育 

本学の教育理念の礎としてのキリスト教関係プログラムの在り方について、現在の成果のふりかえりを

基に、今後の展開についての検討を、キリスト教教育委員会を中心に進める。 

(2) 人権教育 

他の文化と接触や折々の人々との出会いに関し様々な問題へ認識が必要で、中でも人権問題は大

切な課題である。この事柄について、集中して考える場として「人権教育講座」を引き続き実施する。 

(3) 英語教育 

短期大学士課程の各コースに共通する英語運用能力の目標を明確にする努力を継続するとともに、

入学時の英語運用能力及び各年次における伸長の測定結果を基に、現在の教育組織態勢の中で英

語教育の充実を図ると共に、研究所の研究活動を通して、新しい授業展開方法の調査、研究、開発に

取り組む。 

 

II. 教育内容と学習支援 
１. カリキュラム 

(1) 全体像 

２０１１年度導入カリキュラムの充実を基本に授業展開方法の改善を行うと共に、２０１４年度から韓国

語・英語併習と児童英語教育コースを導入する。 

(2) 自校教育 

学長が授業担当として実施する「総合キャンパスプログラム演習」や年に数回実施する「学長室アワ

ー」等、日々の学びの様々な場面で、本学の歴史や今まで培ってきた精神について学生に伝える機会

をより積極的に展開する。 

２. 学習支援 

(1) 入学前教育 

大学での学びに対応できる力を育成するために、本学合格者に対して入学前に学習機会の提供を

行っていく。具体的には、英語教育、日本語教育、教科外教育の３つの領域に関して、学生の状況に

応じた丁寧な教育をする機会を 2013 年度に引き続き、提供する。 

学生支援システムとしての CALL 及び LRC センター機能の再編成を行う。 

(2) オリエンテーション 

オリエンテーションを通じて、これまでの高校生活や社会人生活からの生活習慣の切り替えや、大学

生活に方向付けるための必要な情報提供をしていく。特に本学の教育の仕組み・ルール、学習の進め

方などの基礎的な情報提供を行っていく。加えて、新入生がこれからの大学生活を主体的に行動でき

るようになるための情報収集、教育施設の利用方法や教育機器などの操作技術の習得も行う。 

(3) Self Study Support Center  

学生の現状を再確認して、学生の自主学習体制を充実させる。具体的には、Writing Center の活用

促進、Tutor の役割強化、English Speaking Lounge などの活動サポートにより、履修科目と密接に連動

する形で、授業外における学習支援の仕組みを充実させる。 

(4) アドバイザー制度 

新カリキュラムの導入と同時にスタートさせた本制度について、現状の成果をふりかえり、より充実し

たサポート体制とするため、アドバイザーの在り方を中心に再整理を行う。 

（5） 国際交流 

全般的に海外留学を希望する学生数が減少する傾向にあるため、国際交流センターを中心に、状
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況の把握と学生の学習意欲を喚起する企画を検討する。また、大きな項目としては下記の３点に力を

入れる。 

① 地域研究（南アジア）の企画充実 

② 異文化間リサーチ演習の企画充実 

③ 海外 CA実習の企画充実 

 

III． 教育の実施体制 
1． iPad の活用の一段の推進とｅ－ポートフォリオの活用開始 

２年前から導入している iPad の活用を更に展開し、自主学習を含む学習時間の確保・アクティブラーニ

ングの推進を継続し、自主開発の電子教科書の利用など他学をリードするユニークな学習環境及び支援

体制を展開する。また、学生と教員が各学生の学びを双方から確認することができるデータ蓄積とその活

用の開始に本格的に着手する。 

2． 図書館機能の活用 

上記の学内ユビキタス環境を活用し、図書館内を含め学内のどこにいても iPad を活用して図書館の検

索システムを駆使した学習が可能となる仕組みを本格化し、これを学生の教育に積極的に活用する。 

 

IV. 学生支援 
1. 奨学金 

依然として、経済的に厳しい家庭環境にある学生が多いため、Wilmina Spirit Scolorship（WSS）を始め、

学業成績に応じた奨学金、短期留学を支援する奨学金などにより、少しでも多くの学生の支援ができる仕

組みを維持・拡充する。 

2. 生活サポート 

本学には一定のスペースを必要とするクラブ活動を強力に推進できる施設が不足しているが、教職員が

学生の活動に参画することで、学友会をはじめとする学生の学内外における課外活動をサポートする姿勢

を強めたい。一方、自宅外から通学する学生の支援や欠席累積する傾向にある学生の迅速なサポート体

制により、退学者を少しでも抑制できる体制とする。 

3. 進路サポート 

本学の就職実績が高く評価されているが、引き続き雇用環境は目立って回復している状況ではないた

め、学生一人一人の夢や考え方を尊重しつつも、就職内定獲得のタイミングを逃さないように、様々な企

画や情報提供と個人指導により、学生の満足を得られるような支援体制を維持する。 

 

V. 管理・運営 
1. 学生募集 

(1) 公募推薦入試の内容の見直しを実施することにより、機能化、実質化を図る。 

(2) 本学に入学したい方を増やすために、祝日に授業を実施する日(４/29 7/21 10/13 11/3)にオープ

ンキャンパスを行う。通常の授業の見学や普段の学内の様子を高校生に紹介し、高校 1,２年生を含め

た参加者数の増加を図る。 

(3) 大阪市内を中心に日本語学校への学校訪問等を組織的に行い、留学生の募集を進める。 

(4) 大阪女学院高校生へのオープンキャンパス実施など引き続いて大阪女学院高校への適切な情報の

提供等を行う。 

（5）教員対象の学校説明会及び授業公開のさらなる充実を計る。 

2. 学生募集広報 

(1) 本学で学ぶことが、自分自身の将来を豊かにすることにつながると読者がイメージできる大学案内及び

小冊子を開発する。 

(2) 引き続いて公式フェイスブックの内容の充実に努め、読者数の増加を図る。 

(3) 受験生用案内ページ(受験生ナビ)と公式ホームページの役割を明確にした公式ホームページ改訂を

完成し、各部署による適宜な改訂作業を継続的に行う環境を整える。 

(4) ますます進むスマホ化に対応して、資料請求者や各説明会でお話しした方に継続して本学の情報を

提供する方策を検討し、実施する。 

3. 総務（施設設備管理など） 
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施設の老朽化は確実に進行しており、予期しないタイミングでの故障・不具合が起こる可能性は高いの

で、財務面で手が届く範囲でできるだけ前倒しで補修を進める。また、教務系の基幹システムが老朽化し

ているため、できるだけ 2014 年度中に次期システムの設定作業を進め、システムダウンによる教務の混乱

を回避する。 

4. 財務 

在学生数の減少により、部門の収入はこの５年間で大幅に減少した一方、支出面（特に人件費）での根

本的な改革は行われていない。人件費以外の支出についてはかなり節減してきており、教育研究費率の

引き上げが必要な状況下では、大幅に削減できる余地は小さい。来年度は根本的な改革の推進が不可

避となる。 

5. 卒業生進路調査 

従来、卒業生に対する大学側からのアプローチが比較的「控えめ」であり、特に昨今はＳＮＳで限定的な

人数の友人とつながることができれば、卒業生という括りでの繋がりを求めない学生が多いこともあり、卒業

後の各人の動き方についての情報がとりにくい環境にあった。卒業生の動向は大学にとっても重要な情報

との認識を新たにし、情報取得を強く推進する。 

 

VI. 改革・改善 
1. ＦＤ及びＳＤ活動  

事務職員のＳＤは着実に推進されてきており、種々のアイデアや希望も出てくる状況になった。ＦＤにつ

いては、従来の講演形式の企画に加えて、ワークショップなどより実質的な教員間の交流を促進する必要

があり、この具体策を設定する。 

2. 自己点検評価活動の推進 

本学の認証評価はまだ数年先であるが、本学の教育研究活動に関するＰＤＣＡサイクルを十分に機能さ

せるため、特にCheckからActionにつながる動きを、委員会活動などを通じて、明確に学内に提示する動

きを強める。これらの活動により、本学の立っている基盤を確認し、本学の活動の見直しと学外へのアピー

ル向上につなげたい。 

3. 人事 

(1) 危機管理体制のさらなる整備 

大規模災害時における本学の対応についてのブレストを通じて、教職員の緊急時対応力を喚起す

る。また、海外留学時における種々の問題（自然災害、政治不安、衛生面の問題、現地での移動や生

活環境の確認）を再確認し、有事の際に大学として組織だった対応ができる体制となるよう改めて確認

する。 

(2) 事務体制の根本的変革 

学院全体として推進を企画している３部門合同の事務体制・手続きの変革を実行し、重複する作業

を一元化し、業務の効率化・廃止により捻出される人手を募集や教務などより戦略的な業務に振り向け

るとともに、人件費を含む事務コストの低減を図る。 


